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私たち監事は、令和7年4月 1日 から令和8年 3月 31日 までの令和7年度の理事の

職務の執行について監査を行いました。その方法及び結果について、次の通 り

報告いたします。

1監査の方法及びその内容
各監事は、理事及び職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の

整備に努めるとともに、理事会その他重要な会議に出席 し、理事及び職員等か

らその職務の執行状況について報告を受け、必要に応 じて説明を求め、重要な

決裁書類等を閲覧 し、業務及び財産の状況を調査 しました。以上の方法により、

当該会計年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

さらに、会計帳簿又はこれに関する資料の調査を行い、当該会計年度に係る

計算関係書類 (計算書類及びその附属明細書)及び財産目録について検討 しま
した。

2監査の結果
(1)事業報告等の監査結果
①  事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、法人の状況を
正しく示しているものと認めます。

②  理事の職務の遂行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反
する重大な事実は認められません。

(2)計算関係書類及び財産目録の監査結果
計算関係書類及び財産目録については、法人の財産、収支及び純資産の

増減の状況を全ての重要な点において適正に表示しているものと認めます。

以   上



監 査 報 告 書

令和 8年 5月 14日
松山市長 野志 克仁 様

寿 と、

縦 alな

社会福祉法第 40条及び社会福祉法人安寿会定款第 18条に基づき、令和 7年度における監
事監査を下記のとおり実施したところ、次のとおりであったので報告いたします。

記

1.実施 日時
2.実施場所

令和 8年 5月 14日 (木) 13:00～ 16:00
名 称 特別養護老人ホーム安寿荘 小会議室
所在地 松山市安城寺町 1427番地 1
役職名 特別養護老人ホーム安寿荘施設長  氏名

社会福祉法人安寿会事務局長    氏名
次のとおり

3.立会人等 河野利克

横山啓介
4.監査結果

事 項 意  見 指摘事項 備 考

理事の業務執行状況 こ と f手争「与みし

法人の財産管理状況 ′
/

f′

法人及び施設の業務施行状況 ′
ァ 【

/

法人及び施設の会計状況
マァ

その他の状況 ′/
r,

監査項目の内容 別テ低のとおり

総括 こ と (時 iじ 在 L



業 務 監 査 報 告 書

令和 8年 5月 14日

社会福祉法人

理事長 梶原
安寿会

員人 殿
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社会福祉法人安寿会の下記事業所における業務監査を下記のとおり実施したところ、次ぎ

のとおりであつたので報告いたします。

1.実施 日時
2.立会人等

記

令和 8年 5月 14日 (木) 13:00～ 13:30

役職名 特別養護老人ホーム安寿荘施設長
社会福祉法人安寿会事務局長

次のとおり

氏名

氏名

河野利克

横山啓介

3.監査結果

事 業 所 監 査 時 間 意  見 指 摘 事 項

特別養護老人ホーム安寿荘

18 : 00′
‐V13 : 30

各事業所の業務

について資料に

より説明を受け

監査した。

こ と 時 にみι

短期入所生活介護事業所安寿荘

デイサービスセンター安寿荘

ホームヘルパーステーション安寿荘

在宅介護支援センター安寿荘

グループホームあんじゅ

デイサービスセンター和気

小規模多機能センター和気

デイサービスセンター難波

小規模多機能センター難波

特養安寿荘サテライ ト難波

特別養護老人ホームあわい

グループホームあわい

小規模多機能センターあわい

デイサービスセンターあわい

通所介護ふくずみ

グループホームふくずみ

小規模多機能施設ふくずみ

通所介護
＞
つ の

グループホームこうの

小規模多機能の家こうの

地域包括支援センター北条



監事監査項目表
IF 目 監査事項 根拠 適否 内容

定
款

1 記載事項
O定款は、法令等に従い、必要事項が記載されており、事
実に反するものとなつていないか。

法第31条第 1

項 働否
定款
理事会議事録
評議員会議事録
定款施行細則

以上確認済み

2 法律等
O定款変更は所定の手続き(評議員会の特別決議等)を
経て行われているか。

法第45条の
36 憂坊否

3 細則
O定款に基づき細則を作成しているか。 定款例第40

条 饉坊否

4 備置き閲覧

O(所轄庁認可等を受けた直近の)定款を主たる事務所に
備え置いているか。また閲覧請求等があつた場合適切に
応じているか。

法第34条の2鰻ツ否
内

部
制管
理

体

5

内部管理体
制の整備
(特定社会
福祉法人※
のみ )

O肉部管理体制が理票会で決定されているか。内部管理
体制に係る必要な規程の策定が行われているか。

法第45条の
13第 5項

評

議

員

6
選任方法適
格性要件

O評議員は定款の定めるところにより評議員選任機関に
より選任され、その適格性要件、構成は適正であるか。(法
人の適正な運営に必要な識見を有する者か/法40条に掲
げる適格性のないもの (法人、成年被後見人等)が選任さ
れていないか/役員や職員ではないか/各評議員につい
て、特殊の関係があるものが含まれていないか/各役員の
特殊関係者が含まれていないか/暴力団員等の反社会的
勢力の者が含まれていないか)
O選任関係書類 (就任承諾書、履歴書、誓約書等)が整備
されているか。

法第39条、
第40条、定
款例第6条、
審査基準第3
の 1

∈勤否

定款
評議員会議事録

以上確認済み

7 数、任期

O評議員の数 (理事を超える数 )、 任期 (4年以内、ただし定
款で最長6年まで伸長可 )は適切か。

法第39条、
法第40条第3

項、法第41

条第1項
9否

8 欠席

O欠席が継続している等、名日化、形骸化した評議員がい
ないか。

指導監査ガ
イドライン 13
(刊 )2、 審査
基準第3の 1

g否

9 欠員

O欠員が生じた場合、速やかに補充を行う等、適切に対応
しているか (なお、欠員が生じた場合、任期満了又は辞任
により退任した評議員は、新たに選任された評議員が就任
するまでなお評議員としての権利義務を有する)。

法第42条 働否

10 補欠評議員

O補欠の評議員 (足款で足めた評議員の員数を欠くことと
なるときに備えて補欠の評議員を選任しておくことができ
る。)の選任を行う場合、定款等に従い適切に選任している
んヽ。

法第43条第2

項

11
補欠評議員
の任期

○補欠の評議員を選任するに当たつて、任期満了前に評
議員が退任し補欠評議員の任期を当該退任評議員の任
期満了時までとする場合には、定款に当該事項を記載して
いるか。

法第41条第2

項、定款例
第7条 9否

評

議
員
会

12 招集等

O評議員会の招集は適切か (キ召集通知を期限までに評議
員に発しているか/招集通知に記載しなければならない事
項 (日 時・場所 H議題・議案の概要)は理事会の決議によつ
ているか/招集手続を省略する場合は全員の同意を得てい
るか)。
①また、評議員会において特定の事項について説明を求
められた場合には、理事及び監事は適切に説明を行つて
いるか。

法第45条の9

第3項、第4

項、第10項

(一般法人法
第1818条～

第183条準
用)、 法第45

条の10

鬱坊否
評議員会議事録

以上確認済み

13
定時評議員
△

○定時評議員会は毎会計年度終了後一定の時期に招集、
開催されているか。

法第45条の9

第1項 径ツ否

14 開催
O疋時評議員会以外の評議員会の開催 (時期・回数等)は
適切か (必要な場合に開催しているか )。

法第45条の9

第2項 働否



項 目 根 拠 通否 内容

評

議

員
会

15 決議

O評議員会及び評議員会での決議は有効に成立している
か。(書面出席をしていないか/普通決議の際には定足数
(議決に加わることができる評議員の過半数)及び決議要
件 (出席評議員の過半数の賛成)を満たしているか/特別
決議の際には3分の2以上の決議要件を満たしているか/
決議について特別の利害関係を有する評議員が議決に加
わつていないか)
O評議員会の決議を省略した場合には議事録を作成する
とともに、評議員全員の意思表示の書面又は電磁的記録
が主たる事務所に備え置かれているか。

法第45条の9

第6項～第3

項、第10項

(一般法人法
第194条準
用)

9否
評議員会議事録

以上確認済み

16
議事録 (作
成 )

〇議事録が、書面又は電石阪的記録をもつて適切に作成さ
れているか。(決議を省略した場合も必要。)

法第45条の
11第 1項 9否

17
議事録 (備
置き、閲覧)

○評議員会の日から10年間議事録を主たる事務所に備え
置いているか。評議員及び債権者からの問覧・謄写請求が
あつた場合、適切に対応しているか。

法第45条の
11第 2項～第
4項 9否

理

事

18
選任方法適
格性要件

O理票は評議員会により選任され、その適格性要件、構成
は適正であるか。(社会福祉事業の経営に関する識見を有
する者・福祉に関する実情に通じている者・法人が施設を
設置している場合にあっては、当該施設の管理者が含ま
れているか/法 40条に掲げる適格性のないもの (法人、成
年被後見人等)が選任されていないか/親族等特殊関係者
が理事の総数の3分の1を超えていないか (ただし、理事の
親族等特殊関係者の上限は3人 )/暴力団員等の反社会的
勢力の者が含まれていないか)
O選任関係書類 (就任承諾書、履歴書、誓約書等)が整備
されているか。

法第43条、
第44条、審
査基準第3の

1

働否

定款
評議員会議事録
理事会議事録

以上確認済み

19 数、任期

O理事の数 (6名 以上)、 任期 (2年以内、ただし定款で短縮
可)は適切か。

法第44条第3

項、法第45

条
θ否

20 欠席

○欠席が継続している等、名日化、形骸化した理事がいな
い か 。

指導監査ガ
イドライン 14
(3)1、 審査
基準第3-3
9否

21 欠員

○欠員が生じた場合、足款で定めた理手の員数の3分の1
を超える者が欠けたときは、遅滞なくこれを補充しているか
(なお、欠員が生じた場合、任期満了又は辞任により退任
した役員は、新たに選任された役員が就任するまでなお役
員としての権利義務を有する)。

法第45条の6

第1項、法第
45条の7第 1

項
9否

22 補欠役員

O補欠の役員 (足款で定めた役員の員数を欠くこととなる
ときに備えて補欠の役員を選任をすることができる)の選任
を行う場合、定款等に従い適切に選任しているか。

法第43条第2

項

23 理事長

O理事長は 1名 で、理事会で適正に選定しているか。 法第45条の
13第 2項第3

号、第3項 9否

24
業務執行運

営

O理事長又は業務執行理畢 (理軍長以外の理事から理票
会で選定)が社会福祉法人の業務を執行し、理事会の決
定に従つて適切な法人・事業運営を行つているか。

法第45条の
13第 2項第 1

号、法第45

条の16
鰻坊否

理

事
会

25 招集

○理事会の招集手続きは適切か (期限までに各理事及び
各監事に対して招集を通知しているか/定款で定めた理事
が招集を行つているか/与召集手続を省略する場合は理事及
び監事の全員の同意を得ているか)。

法第45条の
14第 1項～第
3項、第4項

(一般法人法
第94条準用 )

9否
定款
理事会議事録

以上確認済み

26 開催

〇理事会の開催 (時期・回数等)は適切か (鯵要な場合に

開催しているか )。
法第45条の
13第 4項、第
45条の9第
10項 (一般法
人法第181条

準用 )

9否

2



目 監査事項 根拠 適否 内容

理

事
会

27 決議

〇理事会及び理事会の決議は有効に成立しているか。(書
面出席をしていないか/定足数 (議決に加わることができる
理事の過半数)及び決議要件 (出席理事の過半数の賛成)
を満たしているか/特別の利害関係を有する理事が議決に
加わっていないか)
O理事会での要議決事項 (※ )について、決議が行われて
いるか。
※評議員会の日時・場所・議題・議案の概要/理事長及び
業務執行理事の選定及び解職/重要な役割を担う職員の
選任及び解任/内部管理体制の整備/競業及び利益相反
取引の承認/計算書類及び事業報告等の承認/その他重
要な業務執行の決定など
O理事会の決議を省略した場合には議事録を作成すると
ともに、理事全員の意思表示の書面又は電磁的記録が主
たる事務所に備え置かれているか。

法第45条の
13第 4項、第
45条の9第
10項 (一般法
人法第181条

準用),法第
45条の14第4

項,第 5項 ,第 9

項 (一般法人
法第96条準
用 )

9否

定款
理事会議事録

以上確認済み28
理事への権
限の委任

O理票に委任できない事項 (※ )が理事等に委任されてい
ないか。(理事会で決定する必要がある。)
※重要な財産の処分及び譲り受け/多額の借財/重要な
役割を担う職員の選任及び解任/内部管理体制の整備な
ど
○理事に委任される範囲が明確になつているか。

法第45条の
13第4項、指

導監査ガイド

ライン I

6(1)3

9否

29
業務執行状
況の報告

理事長及び業務執行理事は、3月 に1回 (定款で別段の定
め (毎会計年度に4月 を超える間隔で2回以上)可 )、 自己
の職務の執行状況を理事会へ報告しているか。

法第45条の
16第 3項 勁否

30
議事録 (署
名又は記名
押印 )

O議事録が書面で作成されているときは、出席した理事
(定款で理事長と定めた場合は理事長)及び監事はこれに
署名し、または記名押印しているか。

法第45条の
14第 6項 働否

31
議事録 (備
置き、聞覧)

O理事会の日から10年間議事録を主たる事務所に備え置
いているか。
O評議員・債権者(※ )からの閲覧・謄写請求があった場合
に、適切に対応しているか。(※理事又は監事の責任を追
及するため必要があるとき、裁判所の許可を得た場合に限
るハ)

法第45条の
15第 1項～第
4項
⑥否

酸

事

32
選任方法適
格性要件

O質事は、その選任に除して監事の過半数の同意を得た
うえで、評議員会により選任され、その適格性要件、構成
は適正であるか。(社会福祉事業について識見を有する者
か/財務管理について識見を有する者か/各役員の特殊関
係者が含まれていないか)
O選任関係書類 (就任承諾書、履歴書、誓約書等)が整備
されているか。

法第43条第
1項、第3項、
第44条第5

項、フ項
9否

定款
理事会議事録

以上確認済み

33 数、任期
○監事の数 (2名 以上)、 任期 (2年以内、ただし定款で短縮
可)は適切か。

法第44条第3

項、第45条 9否

34
理事会への
出席義務、
理事の監査

O~母回の理事会に出席 (義務)するとともに、理事の職務
の執行を適切に監査しているか。(必要な場合には、理事
及び職員に対し事業の報告を求め、業務及び財産の状況
を調査することが可能 )

法第45条の
18第 2項、第
3項 9否

35 監査報告

O藍査報告に必要な事項が記載されているか。
O期限までに特定理事に監査報告の内容を通知している
か 。

法第45条の
28第 1項 働否

36
監事及び会
計監査人選
任、解任

○評議員会に提出する監事の選任に関する議案の提出
(監事の過半数の同意 )、 評議員会に提出する会計監査人
の選任及び再任に関する議案の内容の決定 (監事の過半
数の同意 )、 会計監査人の解任 (監事の過半数の同意又
は(定款で定めた場合)監事全員の同意)手続きを適切に
行つているか。

法第43条第3

項 (一般法人
法第72条、
第73条準用 )
①否

3



r ヨ 根 比 適 否 内容

監
事

37 欠席

○理事会への欠席が継続している等、名日化・形骸化した
監事がいないか。

審査基準第3
の1(3)、 キ旨
導監査ガイド
ライン 15(2)
2

9否
定款
理事会議事録

以上確認済み

38 欠員

O定款で定めた監事の員数の3分の1を超える者が欠けた
ときは、遅滞なくこれを補充しているか。

法第45条の7

第2項 9否

39 補欠役員

O補欠の役員 (定款で定めた役員の員数を欠くこととなる
ときに備えて補欠の役員を選任をすることができる)の選任
を行う場合、定款等に従い適切に選任しているか。

法第43条第2

項 9否
ハ

計

監
査
人

設

置
し
て
い

る

場
合

40 設置義務定
款

○特定社会福祉法人は会計監査人を置いているか、会計
監査人を置く(任意設置を含む)場合には、その旨を定款
に記載しているか。

法第36条第2

項、第37条

41
選任方法適
格性要件

O会計監査人の選任に際して、監事の過半数の同意を得
たうえで、評議員会により選任され、その適格性要件は適
正であるか。(公認会計士又は監査法人であるか/監査法
人の場合は職務を行うべき者の通知をうけているか)

法第45条の2

42 任期

O任期は選任後刊年以内に終了する会計年度のうち最終
のものに関する定時評議員会終結の時 (再任制度)となっ
ているか。

法第45条の3

43 会計監査
O法人の計算書類及び附属明細書、財産目録を監査し、
会計監査報告を適切に作成しているか。

法第45条の
19第 1項、第
2項

員

員|

愚塾
役

44 報酬
(基準、

規程 )

O平侵酬等の更給基準について評議員会の承認を得ている
か。(定款に役員及び評議員の報酬を無報酬と定めた場合
を除く。)
O民間事業者の役員の報酬等及び従業員の給与、当該
法人の経理状況その他の事情を考慮し、不当に高額なも
のとなつていないか。

法第45条の
35第 1項、第
2項 9否 定款評議員会議事録

以上確認済み

45 報酬 (支給 )
O冥際に、評議員会の承認を得た基準に従つた役員報
酬、評議員報酬等が支給されているか。

法第45条の
35第 3項 ⑧否

計
算
書
類
等

46 作成、保存

O~母会計年度終了後3月 以内に、計算書類・早業報告・附
属明細書を作成し、作成時から10年間、計算書類及びそ
の附属明細書を保存しているか。

法第45条の
27第2項、第
4項 働否

事業報告書
決算書
通帳
残高証明書
現金出納簿
固定資産管理台帳
国庫補助金等
特別積立金明細票
元帳

以上確認済み

47
監事監査会
計監査

O計算書類、事業報告、これらの附属明細書、財産目録に
ついて、監事監査を受け(会計監査人設置法人について
は、計算書類及び財産目録について会計監査人の会計監
査を受け)、 理事会での報告、承認等を受けているか。

法第45条の
28、 第45条
の31、 施行
規則第2条の
40第2項

僅剪否

48
評議員への

提供

①理早は、定時評議員会の招集の通知に際して、上記の

承認を受けた計算書類・事業報告・財産目録・監事監査報

告 (会計監査報告 )を評議員に提供しているか。

法第45条の
29、 施行規
則第2条の38

第2項
優シ否

49
評議員会の

承認、報告
等

○評議員会において、計算書類については承認を受け(会

計監査人設置法人については報告で足りる)、 事業報告に
ついては報告を行つているか

法第45条の
30、 法第45

条の31
9否

50 備置き閲覧

O計算書類等 (計算書類、票業報告、これらの附属明細
書、監査報告、会計監査報告)を、定時評議員会の日の2

週間前の日から、5年間主たる事務所に備え置いている
か。また、これらについて閲覧請求があつた場合に、適切
に対応しているか。

法第45条の
32 骸否

51 備置き閲覧

○財産目録等 (財産目録、役員等名簿、報酬等の支給基
準、現況報告書、事業計画書、収支予算書、社会福祉充
実残額算定シート)について、毎会計年度終了後3月 以内
に作成し、5年間主たる事務所に備え置いているか。また、
これらについて閲覧請求があつた場合に、適切に対応して
いるか。

法第45条の
34第 1項～第
4項

定款例第31

条

働否

4



IF : 根 拠 適 否 内容

計

算
書
類
等

52
所轄庁への
届出

○計算書類等 (計算書類、事業報告、これらの附属明細
書、監査報告、会計監査報告 )、 財産目録等 (財産目録、
役員等名簿、報酬等の支給基準、現況報告書、事業計画
書、社会福祉充実残額算定シート、社会福祉充実計画 (作
成している場合のみ))について、所轄庁への届出を行つて
いるか。

法第59条、
第45条の32

第1項、第45

条の34第 1

項、2項、定
款例第31条

働否
定款
事業報告書
監査報告書
財産目録
役員名簿
現況報告書
事業計画書

以上確認済み
53 公表

O次の事項を公表しているか定款 (所轄庁認可を受けた直
近のもの)/(評議員会の承認を受けた)報酬等の支給基
準/計算書類/役員等名簿/現況報告書 (個人の権利利
益が害されるおそれがある部分を除く。)/社会福祉充実
計画 (作成している場合のみ )

法第59条の2

第1項、施行
規則第10条 9否

事
業

般

54 定款

①足款に記載すべき事業が記載され、当該事業が適切に

行われているか。 法第31条第 1

項第3号、定
款例第1条、
審査基準第 1
9否 定款事業報告書
以上確認済み

55
地域公益取
組

OI地域における公益的な取組」の実施に努めているか。
法第24条第2

項 9否

社
△
雰

福
祉
事
業

56 事業実施

O法人の事業のうち主たる地位を占めるものであるか。
O社会福祉事業で得た収入を、法令・通知上認められてい
ない使途に充てていないか。

法第22条、
第26条第 1

項、審査基
準第1の 1(1)
9否 定款
決算書
財産目録

以上確認済み57 資産

O社会福祉事業を行うために必要な資産を有しているか。 法第25条、
審査基準第2

の 1、 2の (1)、

審査要領第2

の(3)

0否

公

益

事

業

58 事業実施

O社会福卒止と関係があり、また、公益性があるものである
か 。

O公益事業の経営により、社会福祉事業の経営に支障を
来していないか。
O公益事業の規模が社会福祉事業の規模を超えていない
か 。

法第26条第
1項 9否

事業報告書
決算書・通帳
現金出納簿
固定資産管理台帳
元帳
以上確認済み

J又

益
事
業

59 事業実施

O社会福祉事業又は政令で~ためる公益票業の経営に収
益が充てられているか。
O収益事業の経営により、社会福祉事業の経営に支障を
来していないか。
O法人が行う事業として法令上認められるものであるか。

法第26条、
審査基準第
刊の 3、

審査要領第
1の 3
9否

事業報告書
決算書・通帳
現金出納簿
固定資産管理台帳
元帳
以上確認済み

人

事

60 施設長等

○施設長等重要な役割を担う職員の選任及び解任は、理

事会の決議を経て行われているか。
法第45条の
13第 4項第3

号、審査基
準第3の 7(7)
9否
定款
理事会議事録
就業規則
給与規程
事業計画書

以上確認済み

61 職 員

O(施設長等以外の )職員の任免が適正に行われている
か 。

定款例第22

条第3項、審
査基準第3の

7(7)
0否

62 規程

O就菜規則、給与規程等必要な規程が整備され、当該規
程に基づいた適切な運用がなされているか。

労働基準法
第89条 9否

63 研修
O職員の資質向上を図るため、職員研修について具体的
計画が立てられているか。

法第90条第 1

項 9否

資
産
管
理

64 財産

O法人の所石する財産がすべて財産目録に記載され、登
記も行われているか。また、定款記載財産が財産目録と登

記簿に合致しているか。

会計基準第
31条、施行
規則第2条第
4項、指導監
督徹底通知5

(6)ウ

D否 財産目録
登記簿謄本

以上確認済み

65 権利設定

O不動産を国又は地方公共団体以外の者から借用してい
る場合、地上権又は賃借権の登記が適正になされている
か。

審査基準第2

の1(1) 9否

5



項 目 根
児

」 適 否 内容

資

産
管
理

66
基本財産
(定款、管理
運用)

O法人の所有する社会福祉事業の用に供する不動産はす
べて基本財産とし、定款に記載されているか。また、基本
財産及びその他財産の管理運用は安全な方法で行われて
いるか。

審査基準第2

の2(1)、 第2

の3(1)～ (2)働否
理事会議事録
評議員会議事録
財産目録
登記簿謄本

以上確認済み67 処分、担保

〇基本財産を理事会決議及び評議員会決議、所轄庁の承
認を得ずに処分し、貸与し又は担保に供している事実はな
いか。

定款例第29

条、審査基
準第2の 2
(1)ア
9否

本
7ミ

計

管
理

68 規程

○経理規程を、会計基準等の関係法令に沿つて不備なく
適正に制定し、規程に沿つた会計処理が行われているか。運用上の留

意事項1(4) 働否

経理規程
予算書
元帳
決算書

以上確認済み

69 責任者

O会計責任者と出納職員との兼務を避けるなど、内部牽
制に配意した体制とされているか。

運用上の留

意事項 1

(1)、 (2) 9否

70 予算

O予算は定款及び経理規程の定めに従い通正に編成さ
れ、執行されているか (年度開始前に理事長において編成
され、定款の定めに従い、理事会の承認又は理事会の決
議を経て評議員会の承認を得て作成されているか)。

定款例第10

条、第31条 働否

71 予算 (補正 )

○予算の執行に当たつて変更を加えるとき(補正予算 )は、

定款の定めに従い、あらかじめ理事会の承認又は理事会
の決議を経て評議員会の承認を得ているか。

定款例第31

条 ③否

72
会計帳簿
(作成 )

Oすべての拠点区分について、下記の会計帳簿が整備さ
れているか。
仕訳日記帳/総勘定元帳/その他経理規程等に定めら
れた会計帳簿

運用上の留
意事項2

(3)、 会計基
準第2条
◎否

73
会計帳簿
(保存、閲
覧 )

○会計帳簿の閉鎖の時から10年間、会計帳簿及びその事
業に関する重要な資料を保存しているか。 また、評議員
会から会計帳簿の閲覧請求があつた場合や、裁判所の申
立て、職権による提出の命令があつた場合には適切に対
応しているか。

法第45条の
24、 第45条
の25、 第45

条の26
9否

74 会計の区分

O会計は適切に区分 (事業区分 (社会福祉事業、公益事
業、収益事業)、 拠点区分、サービス区分)されているか。

会計基準第
10条 9否

75 収入、支出

O収入、更出の会計処理は、会計基準及び経理規程に基
づき適正に行われているか。

定款例第34

条、運用上

の留意事項 1

(4)

9否

76 資金移動
〇資金移動 にかかる処理は適正に行われているか。 運用上の留

意事項11 9否

77 1年基準

01年基準が適用されている科目(設備資金借入金、長期
運営資金借入金、リース債務等 )について、適切に振替が

行われているか。

会計基準第
13条、運用
上の取扱い
6、 運用上の

留意事項24

イ

o否

78 内部取引
O内部取引の相殺消去が適切に行われているか。

会計基準第
11条 ⑧/否

79 注記

〇法人全体及び各秋几点区分ごとの注記を適切に作成して
いるか。

会計基準第
29条 ⑬否

80
貸借対照表
事業活動計
算書

○賃借対照表の次期繰越活動増減差額と、事業活動計算
書の次期繰越活動増減差額の金額が一致していることを
確認したか。

会計基準第
22条第6項、
第26条第2項
9循

81

貸借対照表
資金収支計
算書

○賞借対照表のI流動資産一流動負債」(1年基準により回

定資産又は固定負債から振り替えられていたもの、引当金

及び棚卸資産 (貯蔵品を除く)を除く)の金額と、資金収支
計算書の当期末支払資金残高とが一致していることを確
認したか。

会計基準第
13条、第16

条第4項
否

6



項 目 監査事項 根拠 適否 内容

△
ム

計

管
理

82 貸借対照表
(積立金等)

O純資産の部のその他積立金と、貧産の部、その他の回
定資産の「その他積立資産」との関係について確認したか
(両者は一致しているか。その他積立資産の方が多い場合
(その他積立資産は計上されているが対応するその他積
立金の計上が全くない場合を含む)には、当該超過相当額
については資金管理上の理由等で積立資産を保有してい
る場合に該当するか。

運用上の留
意事項19(1)

決算書
通帳
残高証明書
現金出納簿
固定資産管理台帳
元帳

以上確認済み

83
貸借対照表
(対前期比
較 )

O雨期と当期の質借対照表の金額を比較し、金額の大幅
な増減があった場合、責任者等に質問を行い、合理的であ
ると確認したか。

会計基準第
25条 9否

84
資金収支
(予算・実績
比較 )

○資金収支計算書の予算と冥績を比較し、金額の大幅な
増減があった場合、責任者に質問等を行い合理的であると
確認したか。また、予算外の新たな義務の負担や権利放
棄等について、定款の定めに従い、あらかじめ理事会の審
議を得ていることを確認したか。

会計基準第
16条第6項 9否

85 現金

O現金は安全確実な方法で運用管理され、保管責任者は
明確か。また、貸借対照表の現金残高について、決算日現
在の金銭残高金種別表で、出納担当以外の者による実査
が実施されていることを確認したか。

審査基準第2
の3(2)、 運
用上の留意
事項 1
0否

▲
泰

計

管
理

86 預金等

Oすべての追帳、当圧預金照合薮、預金証書寄を入手し、
決算日現在の残高がすべて貸借対照表に計上されている
ことを確認したか (残高ゼロ確認も含む )。

運用上の留
意事項 1 9否

事業報告書
決算書
通帳
残高証明書
現金出納簿
元帳
預り金規程
給与台帳

以上確認済み

87 未収金

O未収金の回収が適切に行われているか。また、長期化し
ている未収金について実態を把握し、徴収不能となつた場
合には適切な会計処理が行われているか。

会計基準第4

条第4項 9否

88
預金有価証
券

〇全ての預金、有価証券が法人名義になつており、管理運
用は安全な方法で行われているか (時価等の著しい下落
や、ハイリスクのものはないか)。

審査基準第2

の3(1) 9否

89 寄附金

O寄附金台帳及び害附申込書により、寄附金品の昇集
受け入れが適正に行われていることを確認したか。

運用上の留
意事項9、 指
導監査徹底
通知5(4)エ
9否

90 借入金

①法人の借入れが事業運宮上の必要によりなされたもの

で、借入金及び償還計画は、理事会 (評議員会の決議事

項とした場合は理事会及び評議員会 )の議決を得ている
か。
○借入金の償違財源は適正か。

法第45条の
13第 4項第2

号、法第45

条の8第 2

項、運用上
の留意事項8

9否

91 贈与

O贈与契約は適正に履行しているか。 運用上の留
意事項9、 指
導監査徹底
通知5(4)エ

92
退職給付引
当金

O退職一時金に係る債務について、通正な額が退職給付
引当金として計上されているか。

運用上の留

意事項 18

(3)、 21
9否

93 預り金

O利用者からの預り金について、別会計 (将来のサービス
提供に係る対価の前受分として利用者から預かる金銭に
ついては除く)での適正な経理が行われているか。
O責任者に質問を行い、管理・報告が適正であることを確
認したか。

運用上の留
意事項 1の

(3)、 指導監

査徹底通知5

(4)エ

⑧否

94 運営費等
○社会福祉事業で得た収入を、法令 H通知上認められてい

ない使途に充てていないか。
指導監査ガ

イドラインH
2-1
9否

95 人件費

○給与台帳に記載されている職員が実在し、出動簿の出
勤状況、源泉徴収及び社会保険納付状況も合わせて確認
したか。

指導監査徹

底通知5(3)

ア
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項 目 監査事項 根 拠 適 否 内容

△
泰

計
管
理

96 契約

○契約は、雇児総発0329第 1号、社援基発0329第 1号、障
企発0329第 1号、老高発0329第 3号通知に定められた方法
によって適正に行われているか。

入札契約等
の取扱い @否 定款

契約書綴

以上確認済み97 随意契約

O価額による随意契約を締結する場合には、複数業者間
での比較等を行い、合理的理由をもつて契約を行つている
か。

入札契約等
の取扱い 1

(4)
9否

そ
の
他

98 登記事項

O登記事項について変更があつた場合、変更登記を行つ
ているか。(資産の総額は毎年6月 末日まで。その他の登
記事項に変更が生じた場合 (理事長の変更 (重任含む)
等)は 2週間以内。)

組合等登記
令第3条第 1

項
Θ/否
登記簿謄本

以上確認済み

99 安全対策

O防災設備の点検整備、火災の予防、避難訓練等を十分
に行い、非常災害の際の利用者の安全確保のための措置
を講じているか。

指導監査徹
底通知5(5) 9否

消防計画書
消防訓練実施報告書
以上確認済み

100 情報提供

①法人が提供する福祉サービスの内容、法人の財務状況
について関係者 (利用者、地域住民等)に対する情報提供
が適切に行われているか。

法第75条第 1

項、法第59

条の2第 1項

第3号
9否
ホームページ
閲覧書類
以上確認済み

101
サービスの
質の向上

O福祉サービスの質の評価を行い、サービスの質の向上
を図るための措置を講じているか。 法第78条第 1

項 9否 サービス自己点検表
苦情を処理するために
講ずる措置の概要
以上確認済み102

サービス苦
情対応

○福祉サービスに関する苦情解決の取組 (第二者委員の
設置、苦情内容・解決結果の公表)が行われているか。 法第82条 9否

103 印鑑等

O法人及び法人代表者の印鑑は適切に管理されている
か 。

指導監査徹
底通知5(6)
エ 9否 確認済み

ヽ

職 名 署   名 確認印 作成年月 日

監事
/1 万 ∠、そ

監事 象 い)芳 ヱ 〔う
令和β年許月/7日

した
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職 名 署   名 繍 ] 確認 年 月 日

理事長 紘 降みに
Ｚ
簡

転

、

令和留年生/月 rψ日


